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日本企業の報酬構造＊

企業内人事データによる資格，査定，賃金の実証分析

都留康・阿部正浩・久保克行

　従業員個々人に支払われる月例給与，賞与，年収などの報酬は何によって決まるのか．また，近年，

日本企業においては，人事戦略変更や人事制度改革が盛んだが，それは結果的に報酬構造にどのよう

な影響を及ぼしているのか．この論文では，従来ほとんど用いられることのなかった企業内人事デー

タに基づき，この2つの問題への接近を試みた．第1の問題に関しては，年齢や勤続年数も少なから

ぬ影響を与えているものの，日本企業の報酬構造を決定するもっとも重要な要素は，職能資格である

ことを明らかにした．第2の問題については，過去数年間において，日本企業は賃金に対する年齢や
勤続年数の効果を小さくし，査定や役職の効果を大きくするという方向に報酬構造を変化させてきた

という証拠を提示した．とりわけ，人事制度を職能資格制度から職務等級制度や役割等級制度へと移

行させた企業では，査定の効果を強めるという前提のもとで，賃金の下方硬直性を是正し，賃金と仕
事とのより直接的な関連づけが目指されていることを示した．

1．はじめに

　「年功制は，技術革新のテンポが緩やかで，進学率

も低く，経験と学歴が能力の指標であり得た時代に

おいては能力主義的要素を多分にもっていた．しか
しその条件が崩れ去ろうとしている今日においては，

その条件に対応した新しい能力主義が要請され，わ

れわれはそれ，を追求しているに他ならない」　　．

この文章は，1969年に日経連（現在の日本経団連）が

公刊した，今では古典となった報告書『能力主義管

理』（復刻版2001年）の主張を鮮やかに宣言した一文

である．以後，日本企業は，年功制から脱却すべく

職能資格制度を急速に採用した．そして，文字通り

の能力主義を全面開花させて，1980年代には世界市

場において競争優位を示すに至ったようにみえた．

けれども，1990年代初頭以降の長期不況と企業業績

低迷の中で，すでに克服したはずの年功制が再び批

判の矢面に立たされ，成果主義の導入と徹底が叫ば

れている

　なぜだろうか．こうした問題に全面的に答えるた

めには，過去数十年間における日本企業の人事制度

の変遷と，職場レベルにまで下りたその運用実態の

周到な分析が必要である．しかし，その際けっして

欠いてはならないのは，従業員個々人が実際に受け

取る賃金や賞与がどう決められているかを示すデー

タ，すなわち企業内人事データである．だが，その

種のデータを用いた分析はほとんど皆無であって，

その意味では，われわれは，年功制の真の意味を経

済学的に厳密に分析する作業の緒についたばかりな

のかもしれない．

　この論文の目的は，従来ほとんど用いられること

のなかった日本企業の企業内人事データに基づき，

従業員個々人の月例給与，賞与，年収などの報酬が

具体的にいかなる要因によって決定されているのか

を明らかにすることにある．また，過去数年間に数

多くの日本企業が経験してきた成果主義を標榜する

人事制度改革や，経営統合に伴う雇用システムの統

一によって，報酬構造がどのように変容してきたの

かを実証的に解明することも，いまひとつの目的で
ある．

　本稿での考察は以下のような順序で進められる．

第2節では，従業員個人の賃金決定に関して，先行
研究の検討を通じ，課題を設定する．第3節では，

報酬構造の分析の前提として，行論に必要な限りで，

本稿で分析対象となる3社の経営状況と人事制度を

概観する．第4節では，使用するデータの性格を明

らかにした後に，第5節では，3社の賃金プロファ

イルを検討する．第6節では，まず説明変数の個別

的・順次的投入による決定係数の比較を通じて3社

の賃金決定要素を析出する．次いで，賃金関数の年

次別横断面分析と横断面・時系列プール分析により，

年齢・勤続年数，資格等級，査定点などの重要な変

数の時間的変化を追跡する．第7節では，得られた

結果を吟味して，人事制度改革や経営統合が，制度

面だけではなく結果面において報酬構造に対してど

のようなインパクトをもったのかを考察する．第8

節では論文全体で得られた知見をとりまとめる．

2．賃金決定の経済学　　先行研究の吟味

　従業員個人の賃金決定は，労働経済学の中心テー

マのひとつであったし，現に今でもそうである．日

本を含めて数多くの国で実証研究がなされている．

わけても，日本における実証分析の焦点となった問

題は，年齢・勤続年数と賃金との関係であった．こ
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の背後には，いわゆる年功賃金の議論が存在する．

日本の賃金は，はたしてどの程度まで年功的なのか．

生涯を通じての賃金の上昇を説明するものは熟練な

のか生活費保障なのか．日本と諸外国の年齢・賃金

プロファイルにはどのような相違が存在するのか．

こうした問題が様々なデータを用いて論議されてき
たD．

　年功賃金の議論によると，ひとつの企業内に勤続

しつづけた労働者の賃金は，勤続年数の伸びに伴い

上昇する．この問題に関する実証研究は，政府統計

の集計データやその恵雨データを用いてなされてき

た．その代表的な研究例としては，Hashimoto　and
Raisian（1985，1992），　Mincer　and　Higuchi（1988）な

どがある．そこでは，主に人的資本理論に基づいて，

勤続年数に対応した賃金の上昇がアメリカと比較し

て日本ではより大きいことが指摘されている．本来

ならば，そうした命題を検証するためには，特定企

業内の人事データを用いることが望ましい．しかし

ながら，日本においては，そうしたデータはほとん

ど利用可能ではなかったため，その種の分析が進展

することはなかった．

　これに対し，アメリカにおいては，企業内人事デ

ータの個票を用いた分析が，Baker，　Gibbs　and
Holmstrom（1994a，　b），　Gibbs（1995），　Medoff　and

Abraham（1980）（1981）によってなされてきた．企

業内の人事データを用いることにより，内部労働市

場における勤続と賃金との関係をより詳細かつ正確
に分析することが可能となる2｝．Baker，　Gibbs，　and

Holmstrom（1994b）は，実質賃金の減少がしばしば

観察されること，賃金上昇には強い系列相関が存在

することなどを示し，人的資本理論が企業内の個人

の賃金決定を説明する理論としては必ずしも適切で

はないことを強く示唆している．実際，人的資本理

論によると，実質賃金の低下を説明することは難し

いのである．しかしながら，Bakerらのデータは，

査定点に関する情報を含まないため，人的資本蓄積

の代理変数と考えられ，る勤続年数と査定の効果とを

比較できていない．

　実はこの点は，Bakerらの分析を遡ること10数
年前に，Medoff　and　Abraham（1980）によって行わ

れていた．彼らは，人事の血豆データを用いて賃金

決定における勤続年数の効果と査定点の効果とを直

接に比較している．その研究は，勤続年数に加えて

査定点を変数として含む個々データを用いた研究と

しては，唯一に近い分析である．Medoff　and　Abra一
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hamは，製造業A・B社について，1977年および
それ以前の数年に関し，従業員の人事データを用い

て分析した．そこでは，管理職および専門職が対象

となっており，その中でもフルタイムの白人男性労

働者に対象を絞って分析している．このデータには

従業員の学歴，年齢，勤続，勤務地，年収などが含

まれている．対象となる労働者はA社で4，788人，

B社で2，841人であった．

　この研究におけるもっとも重要な論点は，個人の

賃金決定において査定点と勤続年数のどちらがより

重要かということである．彼らの研究の主な結果は

以下のとおりである（表1）．学歴，勤続年数，査定

点の係数はすべて有意である．しかし，決定係数を

比較した場合，査定の効果は非常に小さい．すなわ

ち，勤続年数および学歴のみを独立変数として回帰

分析を行ったときの決定係数が0．741であるのに対

して，勤続年数，学歴に査定点を加えて回帰分析を

行ったときの決定係数は0．747とほとんど変化がな

かった3）．つまり，査定はたしかに重要だが，勤続

年数ほどは大きな説明力を持たないという結果とな

っている．

　これに対して，日本において，企業内の賃金デー

タに近い資料を用いて賃金決定の分析を行った数少

ない例のひとつがOhashi　and　Teruyama（1998）で

ある4）．Ohashiらは自動車製造業および化学産業

における2つの企業に対して行ったアンケート調査

結果から疑似人事データを作成して分析を行ってい

る．サンプル数は，それぞれの企業について，264

および409である．また，Ohashiらは大卒の社員
でかつ他社での勤続経験のない従業員にサンプルを

絞った分析をも行っている．

　彼らの分析の主な結果は以下のとおりである（前

掲表1）．勤続年数のみを独立変数として回帰分析

の決定係数は0．842である．これは，さきの
Medoff　and　Abraham（1980）の結果と比較しても非

常に大きい．このことから，Ohashiらのサンプル
では，勤続年数が賃金決定においてもっとも重要で
あり，等級や役職（課長・部長など）の効果は相対的

に小さい．しかしながら，Ohashiらの研究には，査

定に関する情報が含まれていないため，Medoff
and　Abrahamの結果との直接比較は不可能である．

　以上の手短な研究の回顧から，個人の賃金決定分

析に際しての課題が明らかとなる．まず第1に，は

たして個人の賃金を決める要素は，勤続年数や年齢

なのか，査定点なのか，それとも役職や資格なのか，

表1．先行研究における決定係数の比較

対象 勤続のみ 勤続＋等級 勤続＋役職
　　　　　　　　1
ﾎ続＋等級＋査定

メーカーA社 0，356 0，741 0，747

Medoff　and　Abraham
メーカーB社　　　． 0，335 0，849 0，851

自動車メーカー 0，842 0，855 0，858

Ohashi　and　Teruyama
化学メーカー 0，847 0，858 0，849

注）Medoff　and　Abrahamの回帰分析にはすべて学歴が説明変数として含まれている．
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図1，A社における職能資格制度（職能等級・職掌区分と職位）

職能等級 管理職系列 専門職系列

P1等級
参与／技師長／工師長

P2等級

M1等級
参事／主任技師／主任工師

M2等級

管
理
職
掌

上
級
専
門
職
掌

J1等級

J2等級

部長相当職
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W長相当職
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D等級
雇
職

雇
職
掌
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A等級

注）　この職能資格制度は非管理職層（組合員層）に関しては現在も維持されているが，管理職

　層（A社用語では基幹旧型）に関しては，1996年度までの適用である．

　その後の制度については図2を参照．

これを明らかにする必要がある．第2に，それらの

賃金決定要素の相対的重要度はどの程度であるのか

を数量的に把握することも重要である．第3に，賃

金決定要素は時間を通じて不変なのか，それとも変

化がみられるのか．特に，現代の日本企業が経験し

ているような人事制度改革や経営統合などの外生的

ショックが加えられたときに，賃金決定要因にどの

ような変化がみられるのかは興味深い問題である．

以下本稿では，個別企業3社の人事データを用いて，

こうした問題を実証的に分析していく．

3．経営状況と人事制度

　以下では，取り上げる3つの企業をA社，B社，
C社と呼ぶ．その報酬構造の分析に入る前に，各社

の経営状況と人事制度の実態を明らかにしておきた
し、．

3．lA社　　電子機器メーカー
　A社は，1940年代に創業され，資本金160億円あ
まりで，東京証券取引所に上場している電子機器メ

ーカーである．音響機器，制御機器，電子機器，情

報機器，工作機械，光学機器，医療用機器，生産シ

ステムおよびソフトウェア開発など多角的に事業を

営んでいる．2002年3月時点での従業員数は約
1，800人（連結ベースでは約13，000人）であり，その

平均年齢は約42歳，勤続年数は約20年である．

　A社は，1990年代初頭には，堅調な個人消費と早

年には第2次希望退職の募集に踏み切り，
退職者を排出している．

　その後もA社を取り巻く経営環境は厳しい状態
が続いた．そうした中で，1997年度に就任した新社

長により，A社は組織再編，情報技術強化，人事制

度改革；海外生産へのいっそうのシフトなど，逐次

的に経営改革を進め，黒字への転換に成功している．

1997年度決算では，リストラ効果とあいまって円安

も追い風となり，過去最高益を記録した．しかしな

がら，2001年度には，一転して折からのいわゆる
IT不況の影響を受け，連結ベースで約50億円の経
常損失を生じている．

　A社は，2000年に管理職層（同社の呼称では基幹
職）を対象として人事制度改革を行った．しかし，

非管理上層については，職能資格制度を維持してい

る．そこで，まず職能資格制度からみていこう．そ

の基本構造は，図1のとおりである．A等級からD
等級までが新規学卒者の初任等級である．G1等級
までが非管理職層で，J2等級以上が管理職層（基幹

職層）である．全体として14等級が設定されている．

他方，管理職または専門職の系列は，一般従業員の

上に①班長，②主任，③チームリーダー，④係長，

⑤事務・技術・技能の各系列の上級専門職⑥課
長・グルニプリーダー，⑦部長となっている．

　1995年置は，A社は評価基準・方法を変更して
いる（管理職ならびに非管理職）．1995年前後の査

定方法の違いについては，95年以前では人事考課と

　間設備投資に支えられ，内需主導の

　　もと事業を総じて順調に推移させて

　いた．しかし，その後，バブル経済

　　の崩壊とともに，オーディオ・ビデ

輩叢難鴛慰撫鷹
合営状況は著しく悪化し，1990年代中
居葉に連続の経常赤乳な・た．また，

　A社の主要顧客の海外生産シフト
　が加速し，これと歩調を合わせる形

　でA社の海外生産シフトも加速し
　た．

　　1990年代中葉の業績の低迷と海
　外への生産シフトの結果，国内雇用
　　の維持が困難となり，1994年目は第

　1次希望退職を実施している（退職
組
合人員は314人）．この結果，国内筆

勢引拠養）漏期鷲1企
　度）となった．こうした希望退職の

　実施は，損益上の赤字幅の縮小には

　貢献したが，赤字そのものを抜本的
　　に解消する手だてとはならなかった．

　その後，市況の回復感が乏しい中で，

　円高の進行や価格競争の激化など，

　A社を取り巻く経営環境は厳しい
　状態が続いた．これを受けて，1997

　　　　　　　　　　　　　　617名の
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　　　図2．A社の基幹職における職能資格制度から職務等級制度への移行

1997～99年の基幹職職能資格制度　　　　　　　2000年以降の基幹職職務等級制度

職能

刹
管理職系列 専門職系

P
等 部長相当職 参与／技師長／工師長
級

上

M
等
級

管
理
職
…
掌

級
専
門
職

参事／主任技師／主任工師

掌

J

等 課長相当職 主事／技師／工師
級

⇒

期待値としての職位

職務等級 管理職系列 専門職系列

S19

S18

S17
部長

鞄鱒E
S16

上
級
専
門
職

S15

S14

S13

S12

S11

課長

鞄鱒E

S10

S9 専門職

S7／S8

進級・賞与・昇給原資の配分を目的とした査定とが

未分化であったのに対し，95年以後では人事考課と

査定の概念を分けた点に特徴がある．具体的には，

95年以前の制度が賞与・昇給原資の配分を目的と

して2から4までの直接的な相対評価を行っていた．

これに対し，95年以後では新規に開発した職能基準

に基づき，5段階評価により12の評価項目を評価す

るといった分析的な評価手法に加え，評価結果を点

数化し，所定の分布枠に基づいた相対的な査定段階

を算出する手続きを採用した点が特徴として挙げら
れ・る．

　ここで非管理職層の賃金について触れておく．非

管理職層の賃金は基本給と家族手当に代表される諸

手当により構成され，その中で基本給は本給と加給

により構成される．本給は職能等級ごとに固有のも

のであり（上位等級になるほど，金額は高くなる），

基本給のベースをなす．他方，加給とは本給にプラ

図3．A社における職務等級制度の運用形態

OO本部長
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1 1

部長a
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部長b
r14等級

1 1

課長a
r11等級

課長b
r13等級

担当部長S14等級

1
1 1

担当課長a
@S9等級

担当課長b
@S10等級

267

　　　　　　　　　スされるものであり，人事考

　　　　　　　　　課と勤続年数に基づいた定期

　　　　　　　　　昇給額が積上げられた部分に

　　　　　　　　　相当する．

　　　　　　　　　　管理職層に関しては，図2
　　　　　　　　　にみるように，1997年度に職

　　　　　　　　　能資格制度の見直しを行って
　　　　　　　　　いる．すなわち，以前は6等
　　　　　　　　　級に分かれていた基幹職の職

　　　　　　　　　能等級が3等級にまとめられ
　　　　　　　　　ている．これは，さきに触れ

　　　　　　　　　た97年度からの経営改革の
　　　　　　　　　一環として，トップ・マネジ
　　　　　　　　　メントの強い意向により職務

　　　　　　　　　給を導入するための準備段階
　　　　　　　　　　といえる．また，こうした制

　　　　　　　　　度変化の背景には，従来の職

　　　　　　　　　能資格制度の運用が，年功的

　　　　　　　　　運用に流れたとの反省があっ

　　　　　　　　　た．

　　　　　　　　　　こうして2000年よりA社
　　　　　　　　　は，基幹職を対象に職能給か
　　　　　　　　　　ら職務給への切り換えを行っ
た（図2）．これは，処遇の方法を「人基準」から「仕

事基準」に変更したことを意味する．具体的には，

所定の評価基準に基づき職務評価を行い，これによ

り職務等級を決定し，職務等級に応じた職務給で各

人を処遇することを意味する．その運用形態は，図

3に例示されるとおりである．職務等級はS7等級
からS19等級までの13等級が設定され，職務給は
レンジのないシングノレ・レートである（職務給は便

宜的に職務等級ごとに所定の基本給と職務付加手当

により構成されている）．この結果，基幹職の月例

給与（＝職務給）は，職務等級により一義的に決定さ

れるようになった．いいかえると，査定による基本

給変動の余地はなくなり，職務の変更があった場合

には職務等級の見直しに伴い月例給が上下に変動す

る可能性が生じた．したがって，個人間の賃金格差

は，格付けされる等級の相違と目標管理制度による

業績評価を反映した賞与の格差により発生すること
となる．

3．2B社　　専門技術商社
　B社は，創立1940年代，資本金100億円あまり
で，東京証券取引所に上場している，半導体や電子

デバイス，産業機器，冷熱住機，ビルシステムなど

を取り扱う技術専門商社である．2002年3月時点
の従業員数は約1，000名（連結ベースでは約1，100

名）で，その平均年齢は約37歳，勤続年数は約14年

である．

　B社の経営は1990年代後半に大きな岐路に立っ
た5》．その要因として2つが挙げられる．ひとつは，

90年代に事業構造が大きく変化した点である．90
年当時の売上高は約1，600億円だったが，その約5
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図4．B社における系統と職群・職掌
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図5．B社における上級総合職の職掌・職務グループ
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　上の∠　　2外の

割は電気機器や冷熱住機を取り扱う建設・FA部門

が占めていた．これが99年になると，売上高約
1，800億円の6割が半導体などを扱う電子デバイス

部門に占められるようになる．各事業部門の売上構

成が大幅に変化し，その要員も変化したのである．

　いまひとつは，求められる商社機能が大幅に変化

した点である．従来は物流や納期管理，売掛債権管

理などバッファーとしての機能が商社に求められて

いたが，たんなるバッファー機能はユーザーとメー

カー間での直接取引に変わり，縮小している．この

ため，同社はこれまでの商社にはなかった付加価値

の創出を図っている．顧客が必要とする商品をメー

カーと一体となって新製品開発を行っていく「提案

営業」への取り組みがその一例である．この提案営

業の成果の例として，ゲーム・コントローラ用バイ

ブレーション機能がある．現在では一般的になって

いるが，これはページャー用モータを改良し，コン

トローラに内蔵することで迫力ある機能を付加する

ことを，同社営業担当者がメーカーに提案したこと

によって実現したものである．また，同社は，AV
機器や自動車制御に使用するマイクロプロセッサの

ソフトウェアやシステムLSIの開発を担当する技
術部門を持っている．これも特定顧客が必要とする

商品を創出するための経営施策である．以上のよう

な提案営業には顧客のニーズを的確に把握し，その

割等級は見直され，

る．等級下降の概念が導入されたことが従来の職能

資格制度と大いに異なる．

　しかし，A社との違いは，役割等級と並んで貢献
等級を設けているところである．これは各人の過去

の貢献の蓄積を評価したもので，二期の人事考課の

積み重ねで決まる．これも5等級ある．以上のよう

に，この新制度は職務等級的側面と職能等級的側面
とを併せ持つといってよい8）．月俸は役割等級によ

る「役割給」と貢献等級による「貢献給」の合計で

決まり，その割合は平均して5対5であるが，役割
等級が高い人では役割給の比率は高まるように設計
され，ている．

　管理職の人事評価は，職務遂行度によって評価さ

れる人事考課，ならびに成果によって評価される賞

与考課からなる．このうち前者は各人の役割に期待

される行動基準を具体的に示す「役割行動評価」を

旧Y社

実現を可能とするアイディアカや開発

力が重要であり，個々の従業員に要求

されるスキルも以前に比べて高まって
いる．

　B社は2000年に管理職層を対象と
した人事制度の大幅な変更を行った．

2000年以前と以後の管理職層対象の
人事制度の骨格を図示すると図4のよ

うになる．B社には以前から職能資格

制度があった6）．しかし，従業員の高

齢化が著しく進み，また制度の運用が

資格ごとに標準滞留年数が決まってい

るなど年功的であったため，従来の人

事制度には様々な問題点が生じてい
た7）．また，さきにみた事業構造の変

化と事業運営の見直しの立場から，

個々の人材の育成と活用が重要な課題

となっていた．こうした背景から，

2000年度になって人事制度の見直し
が行われたわけである．

　その見直しの特徴は，管理職の職能

資格制度を廃止して管理職を上級総合

職と呼ばれる二三に一本化し，新たに

役割等級と貢献等級という処遇制度を

導入した点である．図5に示されるよ

うに，役割等級は職務評価を基にして

管理職の職務を5段階に格付けした．

これは，A社の職務等級の概念に近い

ものである．職務・職掌が変われば役

　　　役割等級は上下に変動がありう

図6．合併の経緯
1998年4月　　　　　1999年4月置　2000竺巽

　　　　　　　　　A　　　　　　　　　　A

l事制度変更　　　　C社成立

》

合併　　人事制度統合



図7．C社の職能資格制度
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採用し，これに基づく客観的評価を行っている．一

方，後者は目標管理に基づいた業績・成果の評価を

行っている．これら人事考課の結果は月俸のうち役

割給に反映され，賞与考課は賞与に反映される．な

お，賞与には支社・部門毎の業績が反映され，賞与

全体のほぼ6分の1に当たる．

　非管理職層の人事制度は2002年から新たな制度
に変更になったが，それまでは職能資格制度が運用

されていた．B社はコース別雇用管理制度を運用し

ており，非管理職には総合職と一般職という2つの

職群がある．それぞれの職工の資格は図4のとおり

である．非管理職層の賃金は，所定内賃金と時間外

勤務手当など所定外賃金からなる．前者は本給と職

能給からなる基本的賃金と家族手当などの付加的賃

金からなる．このうち本給は主として勤続と資格で

決まり，人事考課を反映していない．これに対して

職能給は資格・号数毎で定められており，人事考課

による資格格付けが算定基礎となる．

　非管理職の人事考課も，管理職と同様に，人事考
課と賞与考課からなる．前者は「能力」，「取り組み

姿勢」，「成果」を評価項目として絶対評価により行

われる．この評価は昇格に反映されると同時に，同

一資格内で相対区分化することで昇給に反映される
ことになる．一方，賞与考課は「成果」と「取組姿

勢」を評価項目として絶対評価を行い，それを同一

資格内で相対区分化して賞与に反映している．なお，

賞与は本給と職能給をベースにして賞与考課の結果

を反映させたものとなっている．

3．3C社　　石油精製販売会社
　C社は1880年代に創業され，資本金1，400億円あ

まりで，東京証券取引所に上場している石油類精製

販売企業である．石油精製・元売りに加えて，原油

探索，石炭および天然ガスの輸入および販売を行っ

ている．2002年3月時点での連結ベースの従業員
数は約14，000人であり，その平均年齢は約41歳，

勤続年数は約20年である．1990年代末に2つの石
油元売り会社（以下，旧X社および旧Y社と呼ぶ）
が合併して成立した会社である．

　C社の2001年度における売上のうち84％は石油
関連商品が占め，これに加えて道路舗装やその他石

油化学商品がある．主な業務としては，石油類（ナ

フサ，ジェット燃料，灯油，重油など）の精製・販

売，自動車の部品，タイヤなどの売買，医薬品，化
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図8．旧Y社と新会社C社の職能資格の対応関係
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副理事 部長代理（M2）
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主任 6級
主務 5級
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学薬品などの製造・販売などである．

　石油元売り会社の業績は，原油価格や為替市場な

どの市況に依存することが多い．同社をめぐっては，

湾岸戦争後の原油価格の変動に加え，エネルギー政

策の変化による規制緩和という大きな変化があった．

また，各エネルギー産業への参入規制が緩和される

なかで，石油・電力・ガスの垣根を越えたエネルギ

ー間の競争も激しくなってきている．さらに，これ

に加え，輸入障壁の撤廃により輸入品との競争も激

化した．世界的にも大きな合併が相次ぎ，再編の奔

流があった．こうした動きに対応して旧X社，旧
Y社はそれぞれ1995年，1996年置経営のスリム化
に取り組み，さらに，合併へと踏み切っている．

　旧X社および旧Y社は，図6にみるように，合
併に伴い2000年4月に人事制度の統合を完了した．

旧X社は合併に先立ち1998年4月より新しい人事

制度を導入しており，2000年4月に旧Y社が旧X
社の人事制度に合わせる形で統合が行われた．

　合併前の旧X社はいわゆる職階制を導入してい
た．すべての従業員は管理職・部長級，管理職・課

長級といった職階に所属していた．しかし，ポスト

不足などから実際の運用としては待遇職を設け，部

長・課長といったポスト就任老に準じた取り扱いを

しており，実際の処遇は職階と待遇によって決定さ

れていた．つまり，待遇職の存在からもうかがえる

ように，実際には職能資格制度に近い運用がされて

いたと考えることができる．この制度のもとでは，

基本給，付加給（第2基本給のようなもの）に加え役

職・待遇に基づく役付手当が支払われていた．

　こうした制度から，合併の1年前である1998年4

月より新しい人事制度に変更された．旧X社およ
び新会社における新制度は職能資格制度であり，す

べての従業員が総合職現業系総合職，専任職のい

ずれかに所属する．新制度への移行に際して，旧制

度の総合職が新制度の総合職に，旧制度の技術職が
新制度の総合職（現業系）に，旧制度の一般職が新制

度の専任職に振り分けられている．新会社の職能資

格制度を示したのが図7である．なお，新会社C社
の給与体系は，基準内賃金（基本給，職能資格給，各

種手当）および時間外手当などの基準外賃金からな
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る．

　また，この制度のもとでは，年1回の能力評価お

よび年2回の実績評価が行われている．この評価の

特色として，職能資格によって評価のランク設定が

異なっていることが挙げられる．すなわち，最：高職

能資格である理事の評価はA～Cランク，副理事の

評価はA～Dランク，参事に関してはA～Eラン
ク，その他担当から主事に関してはA～EおよびZ

1992年 1996年 2001年

平均値　　　標準偏差 平均値　　　標準偏差 平均値　　　標準偏差

月例給与 252638．500　　82772．980 272364．800　　76624．210 302892．200　　77688．510

賞与 1514647．000　　　　741441．100 1194661．000　　　　408204．200 1369876．000　　　　504217．800

年収 5275585．000　　　2174582．000 5246157．000　　　1671010．000 6020579．000　　　1881107．000

勤続年数 21．783　　　　9．053 2LOO3　　　　　9．305 19．355　　　　10．177

年齢 34．214　　　　8．522 37．433　　　　　8．795 40．993　　　　9．574

査定点（昇給） 3．236　　　　0．455 4．108　　　　　0．688 4．100　　　　0．643

査定点（賞与） 1．047　　　　0．064 1．024　　　　0．055 1．016　　　　0，057

班長 0，007 0，004 0，004

主任 0，243 0，281 0，356

チームリーダー 0，011 0，017 0，012

係長 0，015 0，011 0，011

専門職 0，076 0，073 0，080

課長 0，043 0，035 0，045

部長 0，025 0，017 0，027

中学卒 0，040 0，039 0，053

高校卒 0，309 0，322 0，461

高専卒 0，007 0，007 0，OlO

専門学校・短大卒 0，025 0，028 0，050

大学卒 0，212 0，216 0，327

大学院卒 0，014 0，023 0，042

職能資格A 3．748E－04 0，001 0，001

職能資格B 0，051 0，001 0，005

職能資格C 0，103 0，075 0，021

職能資格D 0，111 O，110 0，059

職能資格E 0，139 0，145 0，121

職能資格F 0，168 0，187 0，182

職能資格G2 0，124 0，133 0，159

職能資格Gl 0，148 0，198 0，249

職能資格J2 0，061 0，051

職能資格J1 0，044 0，045

職能資格M・P 0，041 0，031

職務等級S7 0，000

職務等級S8 0，005

職務等級S9 0，032

職務等級S10 0，037

職務等級S11 0，029

職務等級S12 0，018

職務等級S13 0，007

職務等級S14 0，003

職務等級S15 0，009

職務等級S16 0，004

職務等級S17 0，006

職務等級S18 0，002

職務等級S19 0，001

サンプル数 2668 2630 1872

　　　　　　　　　　ランクの評価となっている．最終的な評価として，

　　　　　　　　　　これらの実績評価および能力評価から，査定昇給合

　　　　　　　　　　成ランクが計算される．

　　　　　　　　　　　ところで，旧Y社においては，旧X社よりも早
　　　　　　　　　　くから，職能資格制度が導入されていた．図8にみ

　　　　　　　　　　るように，管理職に関してはM1からM4，その他
　　　　　　　　　　の一般の従業員に関しては1級から7級の職能資格

　　　　　　　　　　等級に分類されており，M1からM4がそれぞれ，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　部長，部長代理，

表2．基本統計量（A社）　　　　　　　　　　　　　　次長，課長に対応

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　していた．また，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　従業員は総合職，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合職（監督職），

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　総合職（オペレー

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ター），一般職（業

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　務職）に分類され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ていた．これらの

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職種は統合に伴っ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　て，旧制度の総合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職が新制度の総合

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職に，旧制度の総

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　合職（監督職）およ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　び旧制度の総合職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（オペレーター）が

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　新制度の総合職

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（現業系）に，旧制

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　度の一般職（業務

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職）が新制度の専

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　任職に対応するよ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　う振り分けられて

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いる．旧Y社に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　おいては合併の準

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　備の一環として，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　職能資格等級M3

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上の管理職に対

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　して1998年4月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　から2000年3月

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　まで基本給カット

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　が行われた．

注）10年分の人事データから紙数制約のため3時点のみを抽出して表示している，

4．企業内人事

データ

資料の説明

　A社の分析に
使用したデータは，

1992年から2001
年までの10年の
長きにわたる人事

データである．デ

ータには，従業員

の勤続年数，年齢，

査定点（昇給査定

と賞与査定の双
方），役職，最終学
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表3．基本統計量（B社）
1

1996年 1999年 2001年

平均値　　標準偏差 平均値　　標準偏差 平均値　　標準偏差

月例給与 394473．4　　154286．1 416157．6　　145520．8 433200．O　　l36748．0

勤続年数 15．670　　　10．320 18．021　　　10．615 19．886　　　10．702

年齢 37．509　　　　9．463 39．862　　　　9．822 41．733　　　　9．912

査定点 70．840　　　　5．828 71．613　　　　5．801 70．008　　　　6．580

役職　　　課長 0，193 0，201 0，201

部長 0，039 0，090 0，083

本部長 0，000 0，002 0，OlO

職能資格　一般職3級 0，018 0，010 0，002

一般職2級 0，032 0，032 0，022

一般職1級 0，014 0，026 0，037

主務 0，000 0，009 0，015

総合職2級 0，105 0，029 0，022

総合職1級 O，168 0，147 0，069

主事 0，191 0，201 0，225

副参事 0，216 0，239 0，000

参事 0，193 0，191 0，000

副参与 0，060 0，097 0，000

参与 0，002 0，020 0，000

貢献等級　貢献等級5級 0，262

貢献等級4級 0，205

貢献等級3級 O，117

貢献等級2級 0，020

貢献等級1級 0，003

サンプル数 564 587 591

注）6年分の人事データから紙数制約のため3時点のみを抽出して表示している．

表4．基本統計量（旧X社およびC社）
1

旧X社 C社

平均値　　標準偏差 平均値　　標準偏差

月例給与 400021．3　　128583．4 419211．l　　l39290．7

賞与 1291809　　　548666．3 1299712　　　565817．8

年収 7383873　　2612915 7629958　　2773519
年齢 41．259　　　　9．945 41．100　　　　9．459

勤続年数 20．327　　　11．161 19．700　　　10．539

査定点 3．496　　　　1．092 3．675　　　　0．832

中学卒 0，130 0，066

高校卒 0，450 0，453

高専卒 0，004 0，007

短大卒 0，059 0，058

大学卒 0，290 0，328

修士課程卒 0，062 0，084

博士課程卒 0，006 0，004

担当 0，163 0，052

主務 0，151 0，170

主任 0，261 0，330

主事 0，280 0，289

参事 0，113 0ユ24

副理事 0，026 0，031

理事 0，006 0，006

役職なし 0，935 0，926

係長 0，000 0，002

班長 0，003 0，O11

グループ・マネージャー 0，046 0，045

副部長 0，012 0，013

部長 0，004 0，003

サンプル数 17003 16778

歴，職能資格が含まれる．また，2000

年の人事制度改革以降は，管理職層の

職能資格が消えて，これに代わり職務

等級が含まれる．その基本統計量は，

表2で報告されている．

　B社の分析で用いたデータは，1996

年から2001年までの6年分の人事デ
ータである．そこには，月例給与（非

管理職層の本給と職能給，および管理

職層の月俸），従業員の年齢，勤続年

数，役職，査定点，資格，配属されて

いる支社・支店および事業部門が記さ

れている．また，2000年以降について

は，前節で述べた管理職層の役職等級

と貢献等級も含まれている．これらの

基本統計量は，表3のとおりである．

なお，サンプルからは中途採用者を除

いている．B社の中途採用者の大部分
は同社関連会社からの出向者であり，

他の社員とはやや属性が異なるからで
ある9）．

　C社の分析で用いたデータは，合併

前の旧X社の1998年前期から1999
年後期までの半期4回分の人事データ，

および合併後の2000年前期から2001
年前期までの半期3回分の人事データ

である．そこには月例給与，賞与，年

収，従業員の年齢，勤続年数，役職
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図9．年齢別月例給与，賞与，年収の分布状況（A社）
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査定点，職能資格が記されている．これらの基本統

計量は表4のとおりである．

　　　5．賃金プロファイル　　予備的観察

　まずはじめに，A社の年齢と賃金との関係をみて

おこう．図9は，縦軸に月例給与，賞与，年収をと
り，横軸に年齢をとった図である10）．月例給与につ

いては，1992年と96年に比べ2000年には40歳以
降で賃金プロファイルの傾きのフラット化と50歳
以降でのバラツキの拡大（上位25％層と下位75％
層の間での賃金の開きの拡大という意味での）がみ

られる．

　賞与の特徴は，30歳代の終わりから40歳代のは
じめを境に，上下間の開きが圧縮された分布から拡

大した分布へと急変することである．また，1992年

および96年と比較して2001年には35歳以降での
格差の拡大がみられる．他方，年収の傾きは，1992

年にはかなり単線的な上昇であった．これが1996
年から2001年にかけて，40歳代後半以降での頭打
ちとバラツキの拡大へと変化している．

　以上の図による直感を確認するため，年齢階級ご

との月例給与，賞与，年収の変動係数を計算してみ

た．その結果，月例給与については，1992年と比

べ，96年と2001年で50歳以降の年齢層での変動係

数は大きくなっている．しかし，35～49歳層ではわ

ずかながら変動係数は小さくなっている．したがっ

て，月例給与については，1992年から2001年にか

けての長期的変化の要点は，賃金プロファイルの傾

きを寝かせるということであって，散らばりの拡大

はそれほど重要ではない．また，賞与については，
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34歳以前では散らばりの縮小がみられ，るが，35歳

以降ではバラツキは拡大している．さらに，年収で
も，賞与と同様の動きとなっている．

　以上をまとめると次のようになる．30歳代の終

わりから40歳代のはじめを境に，賞与格差が拡大

するという動きがみられた．このパターンに時間的

変化はない．他方，月例給与は，1992年から96年

にかけては大きな変化はないが，96年から2001年
にかけては，傾斜が緩かになっている．その両罰の

動きを反映して，年収については，1992年から2001

年にかけての中央値の軌跡をみると，賃金プロファ

イルを寝かせるものとなっている．

　以上の観察事実は，2000年に実施されたA社の
人事制度改革が賃金構造を変えたことを示唆する．

その要点は，賃金プロファイルの傾きを緩かにする
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という変更である．しかし，以上の観察からは，賞

与格差は拡大したものの，月例給与の散らばりが大

きくなるという事実は，明瞭には出てこない．この

ことは，管理職層に対する職務給の導入が，月例給

格差の拡大というよりも，賃金の下方硬直性の是正

に貢献したことを示唆している．

　次に，B社に移ろう．図10は，　B社における年齢

と月例給与との関係を示している．月例給与は，管

理職層については月俸に等しいが，非管理職層につ
いては本給と職能給を加えたものである11）．図の縦

軸は月例給与，横軸は年齢である．この図によると，

①加齢とともに月例給与の中央値（の水準）が上昇す

る，②加齢とともに月例給与の散らばりが大きくな

る，③とりわけ管理職への昇格時期である年齢35

歳前後，勤続13年前後を境に賃金の散らばりが拡
大する，ことがわかる．

　なお，非管理職層でも月例給与に散らばりはみら

れるものの，その大部分は資格の違い，より正確に

はコース別雇用管理によるコースの違いを反映した

ものである．事実，資格別に基本統計量を計算する

と，同一資格であれば月例給与に格差はほとんどな

い．ただし，これらの特徴は年によって異なる．

1996年では賃金の散らばり具合は他の年に比べて
大きくはない．しかし99年になると，年齢35歳以
降（勤続13年以降）の月例給与の散らばりは拡大し

ている．2001年になると月例給与の分散はさらに
拡大し，同時に管理職層の月例給与の中央値が勤続
や年齢とはあまり関連しなくなった12）．

　年齢階級（5年刻み）ごとに月例給与の変動係数を

計算しても，前述のことと同様の特徴が観察される．

年齢階級別に変動係数を計算すると，1996年に比べ

て，99年と2001年で40歳以降の係数は大きくなっ

ている．たとえば，45～49歳頃変動係数は，96年
0．077，99年0．108，2001年0．118である．ただし，

非管理職層に属する年齢35歳未満の変動係数には
管理職層ほどの変化は確認できない．

　以上の観察事実は，2000年に実施されたB社の
人事制度変更が管理職の賃金構造を大幅に変えたこ

とを示唆している．つまり，管理職の年齢・賃金プ

ロファイルの傾きを緩くし，賃金に格差をつけると

いう変更である．ただし，人事制度変更以前から賃

金の散らばりは拡大する傾向にあったことにも留意

する必要がある．B社人事部によると，2000年以前

にも管理職を対象とした賃金テーブルの書き換えを

行っている．これが管理職層の賃金格差の拡大につ

ながっているのである．これらの制度変更は管理職

が対象であり，非管理一層の賃金構造には影響を及

ぼしていない．

　目をC社の年齢と賃金の関係に転じよう．図11
は，年齢と賃金との関係について，旧X社およびC

社を比較したものである．旧X社に関しては1998
年のデータを，C社については2001年のデータを
用いた．

　ここでもっとも重要と思われ，る結果は，旧X社
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図10．年齢別月例給与の分布状況（B社）

　1996年
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算したところ，次のようになった．旧X社におい
て，変動係数は，年齢が高くなるにつれて大きくな

っている．すなわち，年収が最大となる50～54歳

時点では年収の変動係数は0．242となり20～24歳

時点の3倍以上の大きさとなっている．また，旧X
社とC社の結果を比較すると，合併の前後における

月例賃金・賞与・年収の変動が非常に似通っている

ことも確認できた．

6．報酬構造とその変化　　計量経済分析

襯
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とC社との著しい類似であろう．C社のサンプル
には旧X社の社員だけではなく旧Y社の社員も含
まれている．にもかかわらず，図11の左右はとて
も似ている．月例賃金と年齢の関係をプロットした

グラフにおいて，どちらのサンプルでも年齢と月例

賃金の間に非常に強い相関があり，変化の幅が小さ

いことがわかる．これに対して，賞与の変化を描い

たグラフに関しては，卒業後17～8年後から大きな

変化の幅があることがわかる．この幅は，昇進格
差・昇格格差からきているものと考えられる．年収

の変化を描いたグラフからも，同じ傾向を読み取る

ことができる．

　なお，5歳刻みの年齢階級別に，月例給与，半年分

の賞与，年収の変動係数を旧X社とC社に関し計

6．13社の賃金決定要素　　決定係数の比較

　各社の賃金構造を決定づける要素は何か．この問

題を分析するには様々なアプローチがありうる．こ

こでは，被説明変数を月例給与などの賃金の対数値

とし，勤続年数とその2乗項，年齢とその2乗項，

査定点，役職資格，それぞれを説明変数にして，

説明変数のどのセットが賃金構造をより説明するか
を検討した．

　まずA社についてみよう．表5によれば，もっ
とも説明力が高い説明変数は資格である．資格ダミ

ーを説明変数としたときの自由度修正済み決定係数

は，1992年と96年では0．8を超えている（ただし，

後述するように2001年では0．42に半減している）．

これに対して，年齢とその2乗項を説明変数とした

ときの自由度修正済み決定係数は0．63から0．8，勤

続年数とその2乗項では0．47から0．62，役職では

0．5から0．714までの問の範囲にある．査定点のみ

の場合ほとんど0にすぎない．つまり，A社の場
合，1992年，96年における月例給与決定の決め手は
資格だったといえる．

　2001年にA社で資格の説明力が低下したのは，
2000年目導入された管理職層の職務等級制度の影

響だと思われる．というのも，非管理職層と管理職

層に分けてみると，次のことがわかるからである．

非管理職層では，資格（職能資格）の説明力は0．9前

後でほぼ安定している，これに対し，管理職層では，

資格（1992年と96年目は職能資格，2001年では職
務等級）の説明力は92年の0．78から2001年の0．27

へと急落している．ただし，ここで疑問として残る

のは，2001年での管理職層の月例給与の決定に資格
（その場合職務等級）の係数がなぜかくも低い（α27）

のかという点である．本来なら，職務給は等級だけ

で一義的に決定されるはずある．役職との相関など

の要因があるのかもしれない．

　さらに表5からは，賃金決定要素の説明力が時系

列的に変化していることがわかる．勤続年数や年齢

がA社の賃金構造を説明する力は，1992年，96年，

2001年と段階的に弱まっている．管理職と非管理
職層を分けて推定した場合でも，勤続年数や年齢の

説明力は確実に弱まっている．また，管理職層では，

その他の説明変数の説明力は押しなべて低下してい

る中で，唯一，査定点の説明力が強まっていること

は注目される．

　次に，B社についてみよう．表6によれば，　B社
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図11．年齢別月例給与，賞与，年収の分布状況（旧X社およびC社）

　　　　　　　　　　　　　　C社（2001年）
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1．7●＋07

でも，もっとも説明力が高い説明変数は資格であ
る13）．資格ダミーを説明変数としたときの自由度修

正済み決定係数はどの年も約0．97である．これに

対し，勤続年数とその2乗項を説明変数としたとき
の自由度修正済み決定係数は0．68から0．92，年齢と

その2乗項では0．87から0．95である．他方，査定

点では0．01から0．16，役職では037から0．40に過
ぎない．

　この結果は，B社が職能資格制度を採用していた

から当然のことかもしれない．しかし，職能資格制

3．3⑪卜06

年収

52　54　56　60

度の運用が年功的であれば，勤続年数や年齢が賃金

構造をより説明することもありうる．そこで，資格

に勤続年数や年齢を加えて推定すると，資格ダミー

は統計的に有意なパラメーターが得られ，その値は

資格のみを説明変数として推定したときと大きな違

いはなかった（結果は省略）．これに対し，勤続年数

や年齢の推定パラメーターは，統計的に有意ではあ

ったが，それらだけを説明変数として推定した場合

に比べて小さな値であった．以上の推定結果は，資

格がB社の賃金構造を決定する上でもっとも重要
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表5．決定係数の比較（A社）
．

全従業員 非管理職層 管理職層

説明変数
1992年 1996年 2001年 1992年 1996年 2001年 1992年 1996年 2001年

勤続年数 0，621 0，541 0，468 0，614 0，522 0，483 0，263 0，246 0，239

年齢 0，799 0，710 0，632 0，818 0，727 0，669 0，631 0，559 0，386

査定点 5．000E－04 3．000E－04 0，001 1．000E－04 3．000E－04 8．000E－04 1．200E－03 0，003 0，088

役職 0，714 0，674 0，499 0，564 0，570 0，538 0，434 0，309 0，117

資格 0，906 0，842 0，418 0，898 0，905 0，876 0，779 0，595 0，270

勤続年，査定点，役職資格 0，971 0，978 0，965 0，962 0，970 0，933 0，945 0，925 0，645

年齢，査定，役職資格 0，989 0，990 0，977 0，987 0，987 0，987 0，974 0，959 0，701

注）1．2001年の管理職の資格には職務等級が用いられている．

　　2．表中の値は自由度修正済み決定係数である．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　表6．決定係数の比較（B社）

全従業員 非管理職層 管理職層

説明変数
1996年 1999年 2001年 1996年 1999年 2001年 1996年 1999年 2001年

勤続年数 0，928 0，880 0，681 0，736 0，597 0，461 0，693 0，532 0，282

年齢 0，953 0，920 0，868 0904 0，842 0，751 0，794 0，579 0，301

査定点 0，168 0，100 0，006 0，299 0，248 0，259 0，060 0，129 0，125

役職 0，369 0，402 0，386
一 一 一

0，349 0，457 0，635

資格 0，979 0，980 0，969 0，907 0，920 0，915 0，750 0，835 0，732

勤続年数，査定点，役職資格 0，992 0，989 0，988 0，965 0，961 0，968 0，908 0，920 0，914

年齢，査定，役職，資格 0，994 0，991 0，989 0，968 0，966 0970 0，947 0，936 0，915

注）1．2001年の管理職の資格には貢献等級が用いられている．

　　2．口中の値は自由度修正済み決定係数である．

な要素であることを意味している．

　ただし，B社の賃金構造を決定する要素として資

格が重要であるとしても，管理職層と非管理職層と

では様相が異なる．管理職層と非管理職層の2つの

グループに分けて自由度修正済み決定係数を比較す

ると，管理職層でも資格がもっとも重要な決定要素

であるが，非管理職層に比べてその値は小さくなる．

つまり，管理職の月例給与は資格だけでは十分には

説明できない．資格以外に管理職層の賃金に影響す

る要素は役職である．とりわけ，人事制度変更後の

2001年の自由度修正済み決定係数は，他の年度に比

べても，年齢や勤続年数を説明変数としたケースに

比べても，役職の説明力は大きくなる．これは，人

事制度変更後に導入された役割等級制度の影響を反

映したものと考えられる．

　さらに，表6からは，賃金決定要素の説明力が時
系列的に変化していることもわかる．勤続年数や年

齢が賃金構造を説明する力は，96年に比べて2001
年で大きく弱まっている．管理職と非管理職層を分

けて推定した場合でも，勤続年数や年齢の説明力は

弱まっている．これに対して，資格の説明力には変

化があまりみられない．また，管理職層では役職や

査定点の説明力が強まっている．特筆すべきは，

2001年における管理職層の賃金構造を資格につい

で説明する要素が役職である点である．役職は役割

等級に連動しており，それは管理職層の月俸の約5

割と設定された役割給に関連する．したがって，役

職の説明力が強まるということは，B社人事部の想

定どおりの結果であるといえよう．

　考察をC社へと進めよう．表7は，同様の方法に

より合併前の旧X社，合併後の新C社のそれぞれ
について，すべての独立変数を単独の説明変数とし

て分析した際に得られた自由度修正済み決定係数を

まとめたものである．

　ここで着目すべき点は，さきにみたA社，B社と

ともに，旧X社，C社ともに資格が非常に大きな説

明力をもつことである．たとえば，資格のみを独立

変数として年収に対して回帰分析を行ったときの自

由度修正済み決定係数が旧X社で0．779，C社で
0．845と非常に高い値をとる．

　全従業員を対象とするサンプルで自由度修正済み

決定係数を比較すると，資格が一番大きく次に年齢，

勤続年数，やや小さくなって役職の順になる．この

表において注意すべき点は，査定点の決定係数がゼ
ロだということであろう．これは，査定結果が賃金

に反映されていないということではなく，すべての

従業員に対してほかの情報をコントロールせずに査

定点のみを説明変数にしても意味がないことを示し

ている．すなわち，人事評価は基本的にそれぞれの

資格において基準が異なるため，異なる資格間では

査定点を比較することはできないということである．

たとえば，ある資格である業績を上げたときにA
評価が与えられるとしても，ひとつ上の資格では同

じ業績に対してC評価しか与えられない可能性が

あるためである．

　以上をまとめよう．月例賃金の決定に対して職能
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表7．決定係数の比較（旧X社およびC社）

全従業員 非管理職層 管理職層

説明変数 旧X社 C社 旧X社 C社 旧X社 C社

勤続年数 0，536 0，499 0，489 0，528 0，603 0，434

年齢 0，684 0，689 0，721 0，681 0，710 0，691

査定点 0，005 0，007 0，079 0，000 0，042 0，045

役職 0，136 0ユ39 0，291 0，009 0，001 0，235

資格 0，779 0，845 0，548 0，766 0，690 0，505

勤続年数，年齢，学歴，

E能資格，役職査定点
0，987 0，990 0，967 0，985 0，980 0，943

資格が自由度修正済み決定数からみてもっとも重要

であり，続いて年齢および勤続年数が大きな影響力

をもっている．そして，この結果はA～C社（およ

び旧X社）に共通である．さらに，年齢や勤続年数

は，より最近に近づくほど説明力を低下させている。

そこで次号では，各社の賃金関数を推定することに

より，年齢，勤続年数，査定点のもつ効果の時系列

的変化をより直接に観察することにしたい．

6．2報酬構造の変化　　年次別横断面分析と横断

　　面・時系列プール分析

6．2．lA社のケース
　まずA社の推定結果からはじめよう．表8は，
個人属性，年齢とその2乗項，査定点，役職資格
を説明変数とし，月例給与，賞与，年収を被説明変

数とする賃金関数の3時点横断面分析の結果である．

　この表から以下のことがわかる．第1に，月例給

与については，年齢の係数は1992年と比べて96年

と2001年では小さくなっている．また，査定点の

係数は，92年から96年にかけて小さくなっている
（なお，2001年には職務給導入により昇給査定はな

くなったため賞与査定点で代用した）．第2に，賞

与については，年齢の係数，査定点の係数ともに時

間が経つに応じて小さくなっている．第3に，年収

については，年齢のパラメーターは92年から96年

にかけて増大し，その後2001年には再び小さくな

っている．他方，査定点の係数は3時点を通じて小

さくなっている．しかし，A社の場合，第3節で述

べたように，企業業績の振幅が大きく，それに伴い

賞与や年収の水準が大きく変動している．このため，

年齢や査定点の係数を単純比較して効果の増減を論
ずることはできない．噛

　そこで，1992年から2001年までのデータをプー
ルし，年ダミーと各説明変数との交差項を加えて賃

金関数を再推定した．ただし，2000年に管理職を対

象とした人事制度改革があったため，92年～99年

と2000年～01年の2つの期間に分けて推定してい
る．年齢と査定点の効果における時間的変化の箇所

だけを報告すると表9の通りである．

　前半期における月例給与については，以下のこと

がわかる．年齢と年ダミーとの交差項は，各年とも

負値をとり，95年以降は1％水準で有意である．こ
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　　　　　　　　れに対し，査定点そのものは12
　　　　　　　　％水準で有意であるが，年ダミ

　　　　　　　　一との交差項は各年ともに有意

　　　　　　　　ではない．次に，賞与について

　　　　　　　　は，結果は明瞭である．年齢と

　　　　　　　　年ダミーとの交差項はすべて負

　　　　　　　　で有意であり，査定点と年ダミ
　　　　　　　　一との交差項はすべて正で有意
　　　　　　　　だから，年齢の効果は弱まり，

　　　　　　　　査定の効果は強まっているとい

　　　　　　　　える．さらに，年収については，

　　　　　　　　年齢と年ダミーとの交差項はす
べて負で有意であるものの，査定点と年ダミーとの

交差項は97年以降でのみ，正で有意となっている．

つまり，年齢の効果は年々弱まっているが，査定の

効果の強まりは97年以降の現象である．

　これに対し，表の下部に掲げた後半期，つまり
2000年から2001年にかけての結果は，次のことを
示している．月例給与の場合，年齢の効果，査定点

の効果ともに小さくなる．他方，賞与の場合には，

年齢の効果は弱まり，査定の効果は強まっている
（ただし11％水準）．また，年収の場合には，査定点

の効果のみが小さくなっている．このように，年齢

の効果が小さくなり査定点の効果が大きくなるとい

う結果は，賞与に関してのみ確認された．月例給与

と年収の場合には，やや不明瞭な結果となっている．

　以上は，管理職・非管理職を区別しない分析であ

ったが，2000年の人事制度改革は管理職層を対象と

したものである．そこで，管理職と非管理職とを区

別して分析した．その結果，以下のことが判明した

（表省略）．まず，非管理職層を1992年目ら2001年
まで通期でプールした結果，月例給与に関しては，

年齢の効果は弱まっているものの，査定の効果は強

まってはいないことが明らかになった．賞与と年収

についても，ほぼ同様の結果であった．次に，管理
職層を人事制度変更前（1992～99年）と以後（2000年

以降）に分けてプールした結果，以下の点が明らか

になった．すなわち，年齢とその年ダミーとの交差

項は大半の場合に有意ではない．しかし，賞与の場

合，改革以前でも改革以後でも査定点とその交差項

は有意であり，査定は年々その効果を強めていると

いうことができる．他方，月例給与と年収の場合に

は，査定の効果が強まっているとはいえない結果で

あった．

　以上の結果をまとめよう．A社において，2000
年の人事制度改革は，それ自体で報酬構造を大きく

変化させたわけではない．むしろ，2000年以前から

徐々に賞与に対する年齢効果は弱まり，査定の効果

は強まっており，2000年の改革はそれをさらに押し

進めたものと位置づけることができる．

6．2．2B社のケース
　次にB社の賃金構造の変化に光をあてる．表10

は，勤続年数とその2乗鞍，査定点，役職資格を
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表8．賃金関数の推定結果（A社）

1992年 1996年 2001年

月例給与 賞与 年収 月例給与 賞与 年収 月例給与 賞与 年収

年齢 0．038卓韓 O．092蓼牌 0，071“畔 0．025艸串 0．028疇ホ＊ 0．268纏ホ 0．030ホ軸 O．044鎚ホ O．045帥虚

（0，001） （O．004＞ （0．007） （0．001） （0．003） （0．005） ω．OOl） （O．004＞ （0．DO6＞

年齢の2乗 一3．608E－04躰ホ 一〇．001鎚な 一〇．00P・‘ 一1．987E－04軸車 一2．372E－04喀’皐 2270E－04軽蓼 一2，651E－04．牌 0．000榊亭 G．000纏診

（0，000） （5．970E－05） （9500E－05＞ （1．170E－05） （3．860E－05） （6．020E－05） （1．230E－05） （0．00G） （0．OGO）

査定点（昇給） 0．OO4ホホ ゆ●寧 0，001

（O．OG2） （0、001）

査定点（賞与） 1．O19掌騨 1、06｛，．韓 0，644韓零 O．404零騨 O，OI1 0．46P承象 0．355寧寧

（0．171） （0、272） （0．066） （0．104） （O．020） （0．080） （0．l15）

高校卒ダミー O，004 0，022 0，012 0，OO3 0，007 一〇．002 0．026鎚掌 一〇．Oll 一〇．007

（0．003） （0．O15） （O．023＞ （0．OO3） （0．010） （0．016） （O．004） （0．O17） （0、024）

高専卒ダミー O，012 一〇，012 0，032 0，OO5 一〇．036 一〇．037 0．019樋卓 一〇．059 一〇．050

（0．009） （0．G35） （O．056） （0．OO8） （0、024） （O．038） （0．010） （0．040） （0．058）

専門学校・短大卒ダミー O，001 0，004 0，012 0．032帥ホ 一〇．006 一〇．029 O．040鱒掌 0，010 0，034

（0．005） （D．022） （O．〔」35） （0．OG5） （o．015） （O．024＞ （O．006） （0、023） （0．034）

大学卒ダミー O，007牌 一〇．028穿 一〇．046霧 G，001 一〇．030勧 一〇．033噛 G．022騨寧 一〇．039斡 一〇．021

（O．004） （0．016） ⑩．026） （G．0〔｝3） （（1．012） （G，OI8） （0，005） （0．018） （0．027）

大学院卒ダミー 0，009 一〇，041 一G．036 G，003 一〇．059零料 一〇．048ホ 0．019噸8章 一〇．G48ウ 一〇．038

．（O．006） （0．027） （G．042） （G．005＞ （0．D16） （0．025） （0．006） （0，02の （0，035）

班長 0，003 0，036 0．117・ 0，007 0，043 0，024 0，008麟榊 0，G35 0，052

（0．008） （0．038） （0．060） （0．010） （O．D35＞ （0．055） （0．O14） （0，056） （0，081）

主任 一〇．028 一〇．088 一〇．027 0．059鱒喀 G，033 0，024 0．066麟牌 0，029 O．057察

（0．027） （O．133） （0．211） （0．008） （0．030＞ （0．046） （0．006） （0．022） （0，033）

チームリーダー 一〇．037 一〇．091 0，006 0．063蓼騨 0，037 0，081 0．065夢零宰 0，031 0，083

（0．028） （O．136） （0．217） （0．009） （G．034） （0．052） （0．010） （0，038） （0．055）

係長 一〇．027 一〇，loo 一〇．025 0，063喀騨 0，039 0，043 0．066噛牌 0，030 0，048

（0，028） （0．135） （0．215） （0．OIG） （0．036） （0．056） （0．OlO） （0．039） （0．057）

専門職 0．581纏ホ 0．768ホホ申 0．601帖ホ 一〇．001 一〇．008 一〇．006 0．573喀鱒 0，799韓喀 O．585韓麟

（0，GO8） （0，042） （0．066） （0．005） （0．014） （0．023） （0．006） （0．025） （0，036）

課長 0，582榊・ 0．752‘韓 0，505寧” （dropped） （dropped） （dropped） 0、536韓ホ 0．745寧騨 G．701ホ串ホ

（0．OO8） （0．040） （0．063） （0，008） （0．032） （0，047＞

部長 0，608’韓 0．778喀鱒 D，503亭艸 0，007 0，O14 0，004 0．475ゆ噛8 0．7358帥 O．621ホ韓

（0．016） （0．063） （0．101） （D．009） （0．03G） （0．046） （0．O12） （0．047） （0．068＞

職能資格耳 O．121承騨 0．164常柳 0、159幽韓 0．136籾率 0．093脂8ゆ 0．119寧樋 0．126掌鎚 0．131ホ韓 Oユ26’騨

（0．003＞ （0．O13） （0．021） （0．003） （0，010） （0．O15） （0．004） （O．016＞ （G．023＞

職能資格F 0，221喀粋 0．227牌甲 0．240韓。 0．251柳噸 0．205暢察 0．249脚摩 0、230騨ホ O．198樋㌻ 0．193樋常

（O，004） （0、O15） （0．025） （0．004） （0．012） （0．018） （0．GO5） （0．018） （0．026）

職能資格G2 0．341ホホ車 0．409掌・ 0，341 0，293車榊 0．281喀” 0334嘔艸 0，273牌零 O．295喀韓 0．275桝亭

（0，027） （0．134） （O．213） （0．009） （0．032） （0．049） （0．OO7） （O．028＞ （0．041）

職能資格G1 0．434糧察 0、489耕ホ 0．421柳 0、391纈帖 0．370帖ホ 0．412ゆ樋 0．375帥ホ O．4GO帥掌 〔1．398騨車

（O．027） （0、134） （0．213） （0．009） （0．033） （0．051） （0．OO7） （0．029） （0．041）

職能資格J2 一〇．077樋隼 一〇．072樋 一〇．145．卓・ 0．553韓ホ D．628寧帥 0．507斡’

（O．007） （0．026） （0．042） （0．006） （0．020） （0，032）

職能資格Jl （dropped） （dropped） （dropped） O．631騨零 0．701牌窯 0、596桝零

（0．OO6） （0．020） （0．032）

職能資格M・P 0．117綿窯 O、152寧纏 0，105 O．748躍柳 0．829幽帖 0．758韓8

（0．014） （0．046） （O．073＞ （O．OO9） （0．029） ω．045）

職務等級S11 0．034・軸 0．103帥寧 一〇，088掌。

（0．007） （0．028） （0．040）

職務等級S12 O．088翠綿 0．139帖痢 0、089拳

（0．008） （0．032） （0、046）

職務等級S13 0．161ホ韓 0．246ホ樋 0．139帖

（0．012） （0．047） （0．068）

職務等級S14 0．158承纏 0，30P騨 0．254琳

（0．O19） （0．072） （0．104）

職務等級S15 O，192ホ韓 0．321ホホホ 0．302綿寧

（0．OI4＞ （0．055） ．（0．G79）

職務等級S16 O．212鵯綿 0．33r柳 0．334鱒承

（O，O17） （0．065） （0，094）

職務等級S17 O．305”皐 0．547亭” 0，465韓喀

（0，015） （0．057） （0．082）

職務等級S18 0268喀騨 0．529辱僻 0．481事顧

（0．024） （0．095） （0．138）

職務等級S19 O．305。’皐 〔1．625鱒蓼 0．555鱒。

（0，029） （o．l14） （0ユ65）

定数項 11．252躰‘ 10．877喀鱒 12．465掌鱒 ll．533鱒卓 12．229．斡 13．934鱒嘔 ll．442喀鱒 12．152鱒甲 13，714韓喀

（O．020） （G．185） （0．294） （0．018） （0．089＞ （0．138＞ （0．028） （0．108） （0ユ57）

サンプル数 1178 162G 1619 工374 1671 1671 1765 1765 1765

F値 4980．5 7139 220．76 6335．6 818．1 320．99 2531．56 303．61 120．29

自由度修正済み決定係数 o，989 G，906 0，749 0，990 0，915 0，808 0，977 0，833 O，662

注）　これらの変数のほかに性別ダミーが含まれる．＊料，累＊，喉はそれぞれ1％，5％，10％水準で有意であることを示している．

説明変数として，1996年，99年，2001年の賃金関数
を計測した結果である14）．みられるように，勤続年

数の効果が96年に比べて99年と2001年では小さ

くなっていることがわかる．勤続20年を例にとり
弾性値を計算すると，96年は0．266であるのに対し
て，99年では0．139，2001年では0．137となる15）．
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1992年から1999年

月例給与 賞与 年収

年齢

年齢×1993

年齢×1994

年齢×1995

年齢×1996

年齢x1997

年齢×1998

年齢×1999

査定点（昇給）

査定点（賞与）

査定点×1993

査定点×1994

査定点×1995

査定点×1996

査定点×1997

査定点×1998

査定点×1999

0．036＊＊＊　　　　0．093＊＊＊　　　　0．066＊＊＊

（0．001）　　　　　（0．003）　　　　　（0．004）

0．001　　　　　－0．022＊＊＊　　一〇．016＊串

（0．001）　　　　　　（0．004）　　　　　　（0．006）

一〇．002　　　　　－0．062＊率＊　　一〇．037准＊＊

（0．001）　　　　　（0．004）　　　　　（0，006）

一〇．009＊＊＊　　一〇．067＊＊＊　　一〇．039事＊＊

（0．001）　　　　　（0．004）　　　　　（0．006）

一〇．009＊＊＊　　一〇．068＊串＊　　一〇．043＊＊＊

（0．001）　　　　　（0．004）　　　　　　（0．006）

一〇．012＊＊＊　　一〇．064喰＊牢　　一〇．036＊＊＊

（0．001）　　　　　（0．004）　　　　　（0．006）

一〇．018＊＊＊　　一〇．033＊＊＊　　一〇．021＊＊＊

（0．001）　　　　　（0．004）　　　　　（0．005）

一〇．007＊＊＊　　一〇．025＊＊＊　　　　0．005

（0．001）　　　　　（0．003）　　　　　（0．005）

0．003

（0．002）

一〇．001

（0．003）

一〇．002

（0．003）

一〇．001

（0．003）

一〇．001

（0．002）

0．001

（0．002）

0．001

（0．002）

0．001

（0．002）

0．561＊＊＊　　　　0．295＊＊＊

（0．024）　　　　　（0．037）

0．155＊＊宰　　一〇．032

（0．026）　　　　　（0．039）

0．！73＊＊＊　　　一〇．014

（0．025）　　　　　（0．038）

0．178宰＊掌　　　　0．027

（0．024）　　　　　（0．037）

0．219＊＊宰　　　　0．057

（0．024）　　　　　（0．037）

0．225＊零＊　　　　0ユ25＊＊＊

（0．023）　　　　　（0．035）

0．188＊＊＊　　0．128＊＊＊

（0．025）　　　　　（0．038）

0．106＊＊＊　　　　0．073率

（0．026）　　　　　（0．040）

サンプル数　　　　　　　　10896

F値　　　　　　　　15109．57
自由度修正済み決定係数　　0．9858

12591　　　　　　12585

3029．27　　　　　1022．55

09232　　　　　　0．8023

2000年から2001年

月例給与 賞与 年収

年齢 0．031＊＊＊ 0．053榊＊ 0．046＊＊零

（0．001） （0．003） （0．004）

年齢×2001 一〇．002＊ 一〇．016＊＊＊ 一〇．006

（0．001） （0．004） （0．005）

査定点（賞与） 0．070＊榊 0995＊＊＊ 0．444串＊＊

（0．013） （0．063） （0．058）

査定点（賞与）×2001 一〇．054＊＊＊ 0，070 一〇．255＊＊＊

（0．014） （0．043） （0．062）

サンプル数 3558 3558 3558

F値 4321．75 879．58 325．20

自由度修正済み決定係数 0．9749 0．8877 0．7447

注）　これらの変数のほかに．性別ダミー，年齢の2乗とその年ダミーと

　の交差額，＊＊＊，＊＊，＊はそれぞれ1％，5％，10％水準で有意であるこ

　とを示している．

これに対して，査定点や役職，資格の推定パラメ

ーターは96年に比べて99年と2001年で大きく
なっている．このことは，勤続年数が重要である

という意味でのB社の賃金の年功度が薄れる一
方で，業績や職務，資格の賃金に与える影響が強
まっていることを示唆する．

　以上の結果をさらに確i認するため，1996年から

2001年までのデータをプールし，年ダミーと各説

明変数との交差項を加えて賃金関数を推定した
（表省略）．ただし，2000年に管理職を対象とした

人事制度の変更があったため，96年から99年と

2000年と2001年の2つの期間に分けて推定して
いる．

　結果によると，まず99年までの期間について
は，勤続年数と年ダミーの交差項のパラメーター

は負値であり，勤続年数の弾性値が小さくなって

いる．ただし，交差項のパラメーターが統計的に

有意であるのは99年だけである．2000年以降の

期間については，勤続年数のパラメーターは99
年までの推定結果よりも小さい値が推定されたが，

2001年ダミーと勤続年数の交差項は統計的に有
意ではなかった．このように勤続年数の効果（弾

性値）が小さくなる一方で，査定点や役職（課長）

の効果は大きくなっている．査定点と1999年ダ
ミーとの交差項は有意なパラメーターが推定され

ており，また2000年以降の査定点の推定パラメ
ーターは99年以前の値よりも大きくなっている

のである．さらに，課長職に就くことによる賃金

への影響も99年と2000年以降で大きくなってい
る．

　以上の結果は，2000年に実施された人事制度変

更が賃金プロファイルの形状を変えたことを示唆

する．ただし，2000年以前から徐々に勤続の弾性

値が小さくなっている点にも目を向ける必要があ

る．B社人事部からの聞き取りによると，管理職

を対象とした賃金テーブルの変更を2000年以前

に数度行っているという．この変更が2000年以
前からも勤続の効果を弱めたと考えられる．

　ただし，2000年度に行われた人事制度改革は管

理職層を対象としており，賃金プロファイルの変

化は管理職層と非管理職層で違う可能性がある．

そこで，管理職層と非管理職層を分けた推定も行
った（表省略）．その結果によれば，管理職層では

勤続年数との交差項は近年になるほど大きな負値

をとっており，勤続の効果は小さくなる傾向にあ

った．一方，査定点や資格の交差項は近年になる

ほど大きな値が推定されており，これらの効果が

強まっていることがわかる．これに対して，非管

理職層の交差項のパラメーターはどれも統計的に

有意ではなく，賃金プロファイルに大きな変化は
ない．

　管理職層の推定結果を利用して，年齢や資格，

役職，査定点それぞれに関して賃金の弾力性を求

めて1996年と2001年とで比較してみよう．弾力
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表10．賃金関数の推定結果（B社）

勤続年数

勤続年数の2乗

査定点

課長

部長

本部長

一般職1級

一般職2級

一般職3級

主務

総合職1級

主事

副参事

参事

不参与

参与

貢献等級5級

貢献等級4級

貢献等級3級

貢献等級2級

貢献等級1級

定数項

サンプル数

F値
自由度修正済み決定係数

1996年 1999年 2001年

2．60E－02寧＊＊　　2．05E－02＊串串

（1．66E－03）　　　（1．59E－03）

一3．15E－04＊＊＊　一2．58E－04＊串＊

（3．68E－05）　　　（3ユ8E－05）

3．08E－03＊＊＊　　4．36E－03＊＊串

（359E－04）　　　（3．74E－04）

　　0．006　　　　　　　　　0．031傘＊＊

　　（0．006）　　　　　　　　（0．005）

　　0．054＊＊＊　　　　　　0．057＊＊卓

　　（0．012）　　　　　　　　（0．009）

　　　　　　　　0．079＊＊卓

　　　　　　（4．20E－02）

一〇．194＊＊＊

（0．016）

一〇．230＊き＊

（0．01！）

一〇．212＊＊率

（0．013）

0．062＊＊＊

（0．007）

0．192唯＊＊

（0．011）

0．491＊＊＊

（0．015）

0．550宰＊＊

（0．017）

0．615＊串＊

（0．019）

0．673＊串＊

（0．044）

12．002＊＊＊

（0．024）

一〇．161＊＊零

（0．015）

一〇．209＊＊累

（0．013）

一〇．201＊＊＊

（0．019）

一〇．131＊＊＊

（0．023）

0．096串累＊

（0．012）

　0．228＊串＊

（0．014）

　0519＊＊＊

（0．018）

　0．589＊＊串

（0．020）

　0．648＊＊＊

（0．022）

　0．721＊＊＊

（0．026）

11．930＊＊串

（0．027）

2．19E－02＊＊＊

（1．46E－03）

一3．54E－04＊＊＊

（2．82E－05）

4．04E－03累＊＊

（2．91E－04）

　　0．063＊＊＊

　　（0．005）

　　0．124＊＊＊

　　（0．008）

　　0．122＊＊＊

（2．18E－02）

　一〇．196宰＊＊

　　（0．015）

　一〇．233＊零＊

　　（0．015）

　一〇．216＊林

　　（0．040）

　一〇．147＊孝＊

　　（0．019）

　　0．085＊＊＊

　　（0．013）

　　0．196＊＊＊

　　（0．014）

0．526＊＊零

（0．017）

0．573＊＊雰

（0．019）

0．637噛＊＊

（0．020）

0．786零串ホ

（0．025）

0．898＊巾＊

（0．035）

11．976

（0．023）

　591

2912．06

0．9882

たケースを基とし，これで得られた月例

給与を100とする．そして，このベー
ス・ケースのうち勤続を30年に変えた
のがケース1，資格を参事（2001年は貢

献等級2級）に変えたのがケース2，役職

を課長と変えたのがケース3，査定点を

80と変えたのがケース4とし，それぞれ
ベース・ケースとの相対値を求めた．表

11はその結果である．これによると，ケ

ース1の場合は1996年のほうが大きく，

ケース2はほぼ同じ，ケース3やケース

4は2001年置大きくなっている．この
ことは，1996年で賃金の勤続に関する弾

力性が大きく，2001年では役職や査定点

の効果が大きいことを示している．

　564
4691．24

09915

　587
34Q5．88

0．9894

注）96年には本部長と主務は実在していない．＊＊＊，糊，＊はそれぞれ1％，5％，10

　％水準で有意であることを示している．

性は，以下のような方法でシミュレーションするこ

とで求めた．勤続20年，副参事（2001年は貢献等級

1級とした），役職なし，査定点70を前提条件とし

6．2．3C社のケース
　A社およびB社と同様の方法により，

合併前の旧X社と合併後のC社につい
て賃金関数を推定した結果が表12であ
る．この表でもっとも重要と考えられる

点は，旧X社とC社のいずれを対象に
した分析においても，すべての被説明変

数について，ほとんどの説明変数の係数

が予想される符号をとっており，かつ1
％基準で有意だということである．

　とりわけ，査定点は単独の回帰分析
（前出表7）では有意な結果が得られなか

ったのに対し，ここでは予想通り，査定

点が高いほどより高い報酬を受けている

ことが示された．たとえば，旧X社に

おける査定点の賞与に対する係数が
0．0302と，月例賃金の係数0．0152と比較

して，ほぼ2倍の大きさをとっており，

査定点の賞与への影響が大きいことがわ

かる．すなわち，賞与に関していえば，

査定点が1つ上昇することで，3％上昇

する．評価はAからFの6段階である
ため，A評価とF評価の差は賞与の15
％程度となる．

　ここで注意すべき点は，表12におい
て，合併後のC社に関する分析の結果の

ほうが査定点の係数が大きいことであろ

う．すなわち，合併前では査定点の係数

が賞与に対して3％であったのに対して，

合併後では5％になっている．このこと

は，合併後の新会社において，査定の報

酬に対する影響が強くなっていることを

物語っている．

　また，学歴ダミー，職能資格ダミー，

役職ダミーはそれぞれ該当する場合に1
をとるダミー変数であるため，直接係数の大きさを

比較することが可能である．どちらのサンプルを用

いた分析でも，さまざまな変数をコントロールした



ベースケース　ケース1　ケース2　ケース3 ケース4

1996年 100　　　　　　　　110．76　　　　　106．58　　　　　100．85 102．65

2001年 100　　　　　　　　102．61　　　　　106．63　　　　　106．90 103．95
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　　　　　　　表11．シミュレーションの結果（B社）　　　　　　場合でも，職能資格ダミーの影響力が最も大

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　きいことがわかる．たとえば，旧X社にお

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　いて，年齢・学歴などをコントロールしたう

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　えでも最上位の職能資格である理事は，担当

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　と比較して，98％高い賞与を受け取ってい

注）　ベースケース：勤続20年，副参事（貢献等級1級），役職なし，査定点70点　　る．

　ケース1：勤続30年
　ヶ＿ス2：参事（貢献等級2級）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　7．分析結果から何がいえるか

　ケース3：課長職
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　A社の賃金構造を決定する要素について
　ケース4：査定点80点
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　は，勤続年数や年齢よりも資格が重要である．

　　　　　　　　　　　　　　　　　　表12．賃金関数の推定結果（旧X社およびC社）
． 1

旧X社 C社

月例給与 賞与 年収 月例給与 賞与 年収

年齢 0．0156榊串 0．O157＊榊 0．0156癖絆 0．O173宰絆 0．0157＊＊宰 0．0168事韓

（0．0001） （0．0003） （0．0002） （0．0001） （0．0002） （0．OOOI）

勤続年数 0．0079＊率＊ 0．0071＊＊＊ 0．0075串零串 0．0048串傘零 0．0025＊＊串 0．0040准＊＊

（0．0001） （0．0003） （0．0002） （0．0001） （0。0002） （0．0001）

査定点 0．0152宰料 0．0302＊纏 0。0204韓事 0．0227韓寧 0，0495串串零 0．0315嘔榊

（0．GOO3） （0．0006） （0．0004） （0．0004） （0．0006） （0．0004）

高卒ダミー （dropped） （dropped） （dropped） 0．0554串串零 0．0247＊料 0．0442准寧宰

（0．0018） （0．OG25） （0．0019）

高専・短大ダミー 0．0326事串＊ 0．0164林串 0．0266＊林 0．0843林＊ 0．0295＊林 0．0644＊粋

（0．0023） （0．0041） （0．0027） （0．0029） （0．0039） （0．0030）

大卒ダミー 0．1065傘串窟 0．1091纏串 0．1069串帥 0ユ442榊寮 0．0864零僻 0．1234寧率傘

（0．0014） （0．0026） （0．0017） （0．0026） （0．0035） （0．0027）

大学院ダミー 0．1580傘事＊ 0．1657牌事 0．1597林零 0ユ756串傘事 0．1101串林 0．1520喰纏

（0．0020） （0．0036） （O．0024） （0．0030） （0．0040） （0．0031）

役職班長 一〇．001 O．0970紳＊ 0．0378掌事＊ （dropped） （dropped） （dropped）

（0．0059） （0．0105） （0．0070）

役職GM 0．0106事桝 0．0420樽宰 0．0230率牌 0．0029 0．0266絆宰 0．0123寧事＊

（0．0018） （0．0033） （0．0022） （0．0019） （0．0026） （0．0020）

役職副部長 0．0035 0．0340零掌＊ 0．0158傘寧＊ 0．0009 0．0037 0．0023

（0．0040） （0．0070） （0．0047） （0．0039） （0．0054） （0．0041）

役職部長 一〇．003 O．0247零 0．0081 0．OO56 一〇．028＊＊ 一〇．006

（0．0075） （0．0132） （0．0089） （0．0088） （0．0120） （0．0091）

職能資格主務 0．1913＊＊＊ O．2723承＊＊ 0．2187寮串＊ 0．0526ゆ串串 0．1329綿＊ 0．0783零串串

（0．0017） （0．0030） （0．0020） （0．0018） （0．0025） （0，0019）

職能資格主任 0．2373＊＊索 0。3462事＊＊ 02740皐串串 0．2375串串串 O．3988傘事＊ 0．2897零零串

（0．0017） （0．0030） （0．OO20） （0．0023） （0．0031） （0．0024）

職能資格主事 0．3783＊＊傘 0．5407串串＊ 0．4339廓串串 0．3899艸串 0．6197騨串 0．4648榊串

（0．0019） （0．0034） （0．0023） （0．0025） （0．0034） （0．0026）

職能資格参事 0．4899料零 0．8424卓＊宰 0．6174寧纏 0．5251傘韓 0．9595＊＊＊ 0．6725ホホ宰

（0．0026） （0．0046） （0．0031） （0．0031） （0．0043） （0。0032）

職能資格副理事 0．5576串串奉 0．8944料零 0．6787串牌 0．5912象榊 1．0380串串串 0．7428榊零

（0．0038） （0．0068） （0．0046） （0．0041） （0．0056） （0．0043）

職能資格理事 0．6203牌禦 0．9824＊＊＊ 0，7515＊粋 0，6599象絆 1．1390累料 0．8233料零

（0．0074） （O．O131） （0．0088） （0．0078） （0．OlO7） （0．OO81）

定数項 11．692宰宰宰 12．650牌＊ 14．538寧宰廓 11，629＊絆 12．544宰卓率 14．462率宰寧

（0．0042） （0．0075） （0．OG50） （0．0045） （0．0061） （0．0046）

サンプル数 13677 13677 13677 10615 10615 10615

F値 59955．26 31540．13 51485．82 59524．19 49091．64 64082．76

自由度修正済み決定係数 0．9868 0．9751 0．9846 0．9896 0．9874 0．9904

注）　これらの変数のほかに性別ダミーが含まれている．

　　零丁，榊，＊はそれぞれ1％，5％，10％水準で有意であることを示している．
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また，2000年目実施された職務給導入を伴う人事制

度改革の前後で，報酬構造の変化がみられる．その

最大の変化は，賃金プロファイルの傾きが緩かにな

ったことである．しかしながら，年齢・賃金プロフ

ァイルを描いた図（第5節）からは，賞与格差は拡大

しているものの，月例給与の散らばりを大きくする

という事実は観察されなかった．このことは，管理

職層に対する職務給の導入が，月例給格差の拡大と

いうよりも，むしろ賃金水準の低下に途を開いたも

のと理解できる．また，賃金関数の推定結果からは，

月例給与であれ，賞与であれ，年収であれ，年齢の

効果は小さくなっているものの，査定の効果は賞与

以外には強まっていないという結果となった．

　この結果には，A社の採用した職務給導入という

人事制度改革の内容と整合している面と不整合な面

とがある．整合しているといえるのは，職務給導入

が，職能資格制度の下では一般には困難な，特定諸

個人の月例給与の切り下げをもたらしているからで

ある．その一方で，不整合といえるのは，賃金格差

の拡大が職務等級への各個人の格付けを通じてでは

なく，賞与を通じてもたらされた可能性が高いから

である．いうまでもなく，こうした賞与格差の拡大

は，職務給導入という手法によらずとも実現可能な

のであって，事実A社では2000年以前にすでに賞
与格差拡大の傾向にあった．このようにみてくると，

A社の人事制度改革は，職務給導入により月例給与

の切り下げへの途を開き，賞与格差を拡大させると

いう性格のものであったと理解できる．

　次に，B社の結果について述べよう．　B社の賃金

構造を決定する要素についても，A社と同様に，勤

続年数や年齢よりも資格が重要である．そして，B

社が2001年に実施した人事制度の変更によって，

勤続年数の賃金に与える影響は以前に比べて確実に

小さくなった．その一方で，査定点や役職の影響は

人事制度の変更後に強まっている．これはB社人
事部の目論見どおりの結果といえるかもしれない．

ただし，人事制度の変更以前から勤続年数の効果は

小さくなっている点にも注意する必要があろう．

　B社のケースで勤続年数の効果が小さくなった理
由は，管理職対象の賃金テーブルが変更されたため

である．人事制度変更のように大幅かつ抜本的な変

化ではなくとも，賃金テーブル変更のような小幅な

変化でも賃金構造は変わりうることを同社のケース

は示唆している．しかしながら，B社人事部からの

聞き取り調査結果によれば，賃金テーブルの変更で

は賃金制度の抜本的な変更ができないために，人事

制度変更に踏み切ったということである．賃金テー

ブル変更だけでは対応できないいくつかの矛盾や歪

みが発生したためである．そのひとつの原因は，従

来の職能資格制度の運用では職務内容との対応が困

難になったという点が挙げられよう．B社では，第

3節で述べた商社機能の見直しや事業構造の変化と

いう文脈で，個々の従業員に求められる職務内容が

高度化すると同時に大きく変化した．そして，それ

に必要なスキルが「カン・コツ。ケイケン」などで

醸成されるようなものでなく，勤続年数の長短とは

必ずしも関係のないものとなった．B社の人事制度

改革によって，同社の賃金構造は勤続の効果が弱ま

り，役職の効果が強まったが，それは以上のような

企業の経営戦略とも関連していたと考えられる．

　最後にC社の結果を吟味しよう．合併前の旧X
社と合併後のC社における報酬構造の一大論点は，

合併に伴って，人事システムの制度・運用がどのよ

うに統合されているかにあった．合併後に人事シス

テムの統合を行うことは，従業員が企業の目的によ

り貢献するインセンティブをもたせるという意味で

重要である．しかし，それ以上に重要なのは，人事

システムの統合がたんなる制度的な統合にとどまる

のではなく，運用面においても実際に両社の従業員

が同様の取り扱いを受けているかどうかである．

　こうした点については以下のことが明らかとなっ

た．まず，合併前の旧X社の賃金決定と合併後のC

社の賃金決定とは非常に似ているということである．

このことは，C社の人事制度が旧X社の人事制度を

そのまま受け継いでいることを考えると妥当な結果

だといえる．だが，旧Y社の存在を考えると自明
なことではない．この点に関し，われわれの分析結

果は，合併後の人事施策の展開により，制度面だけ

ではなく運用面でも統合が進んでいることを明らか

にしている（もちろん，このことは，旧Y社社員が

合併後にC社で不満がないことを意味するもので
はなく，その点の解明は別途必要である）．

　他方，旧X社とC社の賃金決定との間には相違
点もある．それは査定点の係数の違いである．すな

わち，合併後のC社を用いた分析の結果のほうが評

価の係数が大きい．このことは，合併後の新会社に

おいて，査定の報酬に対する影響が強くなっている

ことを示唆している．以上の結果から，合併後のC

社においては，人事制度の統合は制度面だけではな

く運用面からみてもなされており，かつ査定の効果

を強めるという意味で競争圧力を強めるものであっ

たと解釈することができる．

8．おわりに

　従業員個々人の月例給与，賞与，年収などの報酬
が具体的にいかなる要因によって決定されるのか．

この論文冒頭での問題設定に対し，われわれは以下

のように答えることができる．年齢や勤続年数は，

賃金決定に少なからぬ影響を与えているものの，も

っとも重要な要素は，（職能）資格である，と．これ

までの研究では，年齢や勤続年数を生活費保障や人

的資本蓄積の代理変数としつつ分析が進められてき

たが16），本稿は企業内人事データを用いることによ

り，資格の重要性に光を当てることができた．古く

て新しい命題ではあるが，日本の賃金は，やはり職
能資格給なのである．

　だが，職能資格給は固定的かつ不変のものなのだ

ろうか．そうではない．この論文の第2の発見は，
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過去数年間において日本企業は報酬構造を確実に変

化させてきたということである．変化の方向性は，

年齢や勤続年数の効果を小さくし，査定や役職の効

果を大きくするというものであった．このことは，

もちろん職能資格制度の枠内でも実行可能である．

しかしながら，制度面でみると，職能資格制度から

職務等級制度や役割等級制度への移行にみられるよ

うに，職能資格制度のもつ賃金上昇圧力を抑え，仕

事とより直接的に関連づける試みもなされている．

誤解を恐れずにいえば，査定の効果を強めるという

前提の上で，賃金の下方硬直性を是正し仕事との直

接的リンクを目指すというのが，現在進行中の変化
の基本性格なのである．

　もちろん，以上のような変化が，企業の意図どお

りの経済的成果を生みだしているのか否かは今回の

分析からはわからない．日本企業の報酬構造の変化

が従業員の労働意欲やモラールにいかなる影響を及

ぼしたのか，また労働生産性にどのような作用を与

えたのか綿密な分析が今後必要である．さらにいえ

ば，そうした報酬構造の変化が企業統治の変容や企

業組織の再編といかなる補完的関係にあるのかも，

今後の重要な研究テーマである．

　　　　（一橋大学経済研究所・猫協大学経済学部・
　　　　早稲田大学商学部）

　注

　＊　本稿は，産学連携による「一橋大学人事制度研究

プロジェクト」の共同研究の成果の一部である．共同研

究の実施に当たっては，各方面から多大なご支援を受け

た．まず，研究の趣旨を理解し，人事データを提供され

たA社，B社，　C社の経営陣と人事担当部門の諸氏に対

して心からお礼申し上げる。また，経済研究所の事務組

織と統計・ネットワーク室からは強力な研究上のご支援

を頂いた．さらに，収集したデータの整理に関しては，

リサーチ・アシスタントの伊佐勝秀氏（現，経済研究所

講師）と斎藤卓爾氏（一橋大学大学院生）の手を煩わせた．

記して深甚の謝意を表したい．なお，本稿の作成に際し，

2000～02年度科学研究費補助金・基盤研究（C）（2）「日

本企業の人事制度改革が雇用システムに及ぼす影響に関

する事例分析的・数量的研究」（課題番号12630005，研究

代表者・都留　康），ならびに特定領域研究「世代間の利

害調整に関する研究」（領域代表者・高山憲之）による資

金援助を受けた．

　1）　これらの議論に関するサーベイとしては，中村・

大橋（2002），三谷（2003）などが挙げられる．また，企業

内の賃金プロファイルや個人間賃金格差の最近の実態分

析としては，都留・守島・奥西（1999）や都留（2001）があ

る．

　2）　これらの研究の背後には，企業の人事制度や雇用

政策に関するミク．ロ経済理論の発展がある．これらに関

するサーベイとしては，Prendergast（1998），　Gibbons

and　Waldman（1999）が便利である．

　3）Medoff　and　Abraham（1980）はメーカーA社と

メーカーB社の2社のサンプルについて分析を行って

おり，ここにあげた結果はメーカーA社に関してのも
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のである．ただし，メーカーB社の結果もA社の結果
とほぼ同様である．

　4）　日本において，個人の査定が賃金にあたえる影響

の実証分析はほとんど存在しない．一方で，日本では会

社の業績が従業員のボーナスに与える影響に関しては幅

広く分析されてきた．これらの研究としては，Freeman
and　Weitzman（1987），　Hashimoto（1979），　Ohashi

（1989），Nakamura　and　Nakamura（1991）などを参照．

　5）　実際にはこれ以前にも事業構造が変化し，大きな

経営変革が求められた時代があった．60年代初頭まで

B社は家電製品を扱っていたが，メーカーの代理店・特

約店戦略の変更により現在のようなメーカーやゼネコン

を顧客とする事業構成に変化している．

　6）1975年に導入されている．

　7）　人事部によると，最大の問題は「職能資格等級の

低い人がより重要な仕事を行っていても，職能資格等級
の高い人｝ヒ比べて給与は低くなってしまい，前者のイン

センティブが低下してしまう」点にある．例えば，抜擢

されて課長になった若い人と課長どまりの長期勤続者で

は，同じ仕事でも職能資格等級がより高い後者の給与が

高くなる．このため，職能資格等級の低い人たちのイン

センティブを引き出すことができなかったとB社人事部

は考えていた．

　8）　役割等級と貢献等級を併存させた理由は，「1．

『仕事と人』，r過去と現在』という性格の異なる要素を賃

金にバランスよく組み込むため，2．貢献等級という安

定的な要素を加えることで，本来の目的である職務によ

る役割等級の変動を運用しやすくし，現行の資格制度か

らの移行に際して，属人的な要素も残すことにより社員

の納得感を高めることができる，3．貢献等級を退職金

のポイント換算に利用することができる」ためである
（「新人事制度説明会資料」による）．

　9）　中途採用者は勤続年数が非常に短いけれども，処

遇上は格付が高くなるため，月例給与が「外れ値」にな

るケースが見受けられる．

　10）　なお，八尋の四角い箱はその内部が25パーセン

タイルから75パーセンタイルの範囲内であることを示
し，箱の内側の横線は中央値であることを示している．

また，箱の上下にある横線は，それぞれx［75］＋1．5×（x

［75］一x［25］）およびx［25］一1．5×（x［75］一x［25］）で計

算されており，この線より上側あるいは下側の値は外れ

値であることを示している．

　11）　非管理職層はこれ以外に所定外賃金が支払われ
る．

　12）　なお，勤続年数および年齢を説明変数にして賃

金関数を計測すると勤続年数の推定係数は小さくなって

おり，賃金・勤続プロファイルの傾きが小さくなったこ

とを示している．

　13）　説明変数のうち資格については注意する必要が

ある．2000年の人事制度改革によって管理職の職能資

格は廃止されているからである．ただし，2000年以降に

新設された貢献等級は職能資格による格付をひきずって

おり，2000年以降は資格に代わって貢献等級を説明変数

に加えている．

　14）　勤続年数の代わりに年齢を説明変数としても以
下の結果は変わらない．

　15）他の勤続年数を考えても，99年と2001年におけ
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表13．査定点の各年間の相関（B社）

済 研 究

管理職層 1997年 1998年 1999年 2000年 2001年

97年 1

98年 一〇．0294 1

99年 0．1483＋ 0．0649 1

00年 0ユ117＋ 0．0575 一〇．0012 1

01年 0．2056＋ 0．2002＋ 0．3190＋ 0．2199＋ 1

非管理職層　　1997年 1998年 1999年 2000年 2001年

97年

98年

99年

00年

01年

　1

－0」099

　0．0607

　0．0778

　0．0499

　1

－0．1056

－0．0035

　0．0021

　1

－0．0051

－0．0204

　1

－0．1418＋ 1

注）　＋は5％水準で統計的に有意であることを示す．

る勤続年数の弾性値は小さい．

　16）勤続年数や年齢は人的資本の蓄積度を示すだけ
でなく，仕事との良好なマッチングを示す代理指標でも

あるという指摘がしばしばなされる．勤続や年齢がマッ

チングの質を示すのであれば，それらは査定点や（職能）

資格とも正の相関をするはずであり，この場合には（職

能）資格の賃金に与える効果にバイアスが残る可能性が
ある．

　しかしながら，B社のケースでみると，ある年に高業

績を残して査定点の高かった従業員が，その翌年あるい

は翌々年の査定点も高くなっているとはいえず，以上の

問題が生じている可能性は低いと考えられる．表13は
査定点の各年間の相関を示しているが，管理職に関して

は，2001年の査定点を除いて，翌年の査定点との相関係

数は統計的に有意ではない．また，非管理職層では統計

的に有意な関係は見られない．以上のことは，勤続年数

が伸びたからといって，業績が高まるという意味でマッ

チングが良好になるとは必ずしも言えないことを示唆し

ている．なお，B社では2001年の査定点と過去の査定
点との相関が統計的に有意になっているが，これは2000

年の人事制度変更が影響していると考えられる．

　また，日本の企業では，解雇権濫用の法理により業績

の悪い従業員を簡単に解雇することは難しく，仮に勤続

や年齢がマッチングの質と相関しているとしても，その

賃金構造に与える影響は小さいと考えられる．
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